
三朝小学校施設等整備計画策定に向けた検討状況について

１．小学校施設等整備検討に関する経緯

▽Ｈ18ごろ 児童数の減少を理由に町が小学校統合の検討

を始める。

▽Ｈ26.12 教育委員会が「Ｈ30までに３小学校を統合し、

新小学校を設置するのが望ましい」とする報

告書を町に提出。

▽Ｈ27.４ 小学校統合準備委員会を設置し、小学校統合

と校舎整備を並行して検討。

▽Ｈ27.７ 同委員会が新築の小学校を望むとする報告書

を町へ提出。

▽Ｈ28.１ 町が議会へ新校舎の位置を旧西小学校東側と

する案を提案。

▽Ｈ28.３ 議会がＨ28予算案のうち小学校統合に向けた

経費を「Ｈ30には統合し町民の理解を得なが

ら新しい学校建設を進めるべき」として削除。

▽Ｈ28.７ 議会の小学校統合調査特別委員会が「統合と

新校舎建設は切り離して考え、広く町民に説

明して意見を吸い上げるべき。また、中学校

の老朽化も含めて検討すべき」と報告。

▽Ｈ29.12 校舎について総合計画の中で検討が始まる。

▽Ｈ30.１ 町が議会へ「学校施設整備は統合とは別に、

必要な財政措置も考慮し進める」と説明し、

大筋の賛成を得る。

▽Ｈ31.４ ３小学校が統合し、三朝小学校が開校。

▽Ｒ１.６ 議会が校舎の基本設計経費を含む補正予算を

可決し、９月から基本設計に着手。

▽Ｒ２.１ 「三朝町望ましい小学校施設等検討委員会」

を設置し、専門家による校舎整備方針の検討

を開始。

▽Ｒ２.５ 同検討委員会が候補地を絞り込み、中間報告

を提案。

三朝町立学校施設の整備方針について、町ではこれまで長きにわたり検討を続けてきましたが、現在の学校施設を取り巻く

現状と課題を踏まえ、小学校施設等について早期に整備する方向性として、候補地についてこのほど町議会へ提案しました。

現在、町で進めている整備計画策定に向けた検討状況については以下のとおりです。



２．候補地検討と選定根拠

小学校新校舎建設候補地の選定については、望ましい小

学校施設等検討委員会での中間報告、教育委員会での協議

及び総合教育会議を通じて、町としての方針決定に向けて

検討を進めてきました。

当初、候補地は９案ありましたが、通学の利便性等全体

のバランスの中で右図の４案に絞り込み、さらに検討を進

めていきました。

その結果、総合的にＣ案（現中学校敷地）が最も望まし

いと判断し、町民皆さんから広くご意見をいただいたうえ

で選定に向けたいと考えています。

＜提案理由＞

① 小中学校の校舎を隣接して建設することで、小中学校

の連携強化が進み、義務教育のさらなる充実につながる。

② 将来的に中学校校舎の老朽化に対応するため、小中学校同一校舎を想定するとともに、現小学校敷地を含めた一体的な

活用を図り、効果的な教育環境を構築する。

③ 現小学校敷地は小中学校供用グラウンド等として再整備し、三朝球場や美の田テニス場等と併せて活用することで、児

童生徒におけるスポーツ活動の充実に向ける。

④ 町有地を有効に活用することに加え、将来における中学校校舎の老朽化への対応についても併せて取り組むことで、財

政的負担を軽減し、教育環境の充実に向ける。
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４．小中学校同一校舎利用時の配置案（イメージ）３．小学校校舎完成時の配置案（イメージ）



三朝小学校施設等整備計画策定に向け、町民皆さんから

ご意見を募集します。

意見募集要領に従ってご意見をお寄せください。

６．今後のスケジュール（予定）

▽Ｒ２.６ 望ましい小学校施設等検討委員会から教育長

へ整備計画に関する提案書提出。

▽Ｒ２.９ 基本設計業務終了。

基本整備計画案に対するパブリックコメント

を実施。

▽Ｒ２.10 基本整備計画策定。

議会へ実施設計経費補正予算案を提出。

▽Ｒ２中 実施設計着手。

▽Ｒ４中 小学校施設等建設工事着手。

▽Ｒ６中 三朝小学校新校舎完成。

【意見提出・お問い合わせ先】

三朝町教育委員会事務局教育総務課

TEL：0858-43-3510 FAX：0858-43-0647

Mail：kyouiku@town.misasa.tottori.jp 

５．整備方針策定に向けた主な検討状況

【施設の老朽化・安全性・適合性】

現在の小学校管理教室棟及び中学校教室棟は、耐震化

改修工事はされているが、経過年数から給排水設備など

の老朽化が顕著であり、長期的に維持改修経費がかかる。

また、建設当時と比較して教科書サイズ等が大きくな

っており、教室の大きさが不適合となっている。

【立地】

現在の小中学校は道路交通網の要に位置し、通学の利

便性に優れている。

【少子化】

近年の年間出生数に基づく推計では、最短で小中学校

とも令和15年には全学年でクラス数が１つとなる可能性

がある。

【財政事情】

町の財政状況を考慮し、投資を限りなく縮減できる場

所を優先的に候補地とし、有利な財源の積極的な活用を

図る計画とすることが必要。

【小中連携】

小中学校の校舎を隣接させることで、現在の連携が緊

密化し、さらに充実した教育が図れる。


